
事業概要 【デジタル問題（キビタンシート）を活用した個別最適な学び推進事業】

自治体名 福島県 人口 1,740,165人 事業費 30,030千円

事業概要

全国学力・学習状況調査等の結果から、本県の児童生徒の学力向上、教員のICT活用指導力には課題が見ら
れる。これらの課題を解消するために、児童生徒自ら、基礎・基本の定着度を確認できるデジタル問題シートを作
成し、活用を促す。また、個人の取組がスタディログ（学習履歴）に残るため、学級担任は個に応じた支援を拡充
できる。さらに、学校、市町村単位で得られた情報を活用・分析することで、学力向上対策に生かす。

具体

サービス

【デジタル問題による学習データの収集及び活用】
・ 小学１年～中学３年の国語、算数・数学、英語
のデジタル問題を作成し、ダッシュボードに掲載。
＜児童生徒＞個別最適な学びの実現
・ 自分の学習状況を把握し、学年を越えた学び直
し、発展学習に取り組むことができる。
＜学校＞個に応じた指導の充実
・ 学級内の児童生徒の学習定着度が、視覚的に
捉えやすくなるので、指導の個別化に活用できる。
＜家庭＞家庭学習の充実
・ 子どもの学習状況を把握し、家庭学習の充実に
つなげていく。
＜教育委員会＞きめ細やかな支援の充実
・ スタディログ（学習履歴）から、正答率の低い単
元を特定し、市町村、県としての課題を捉え、その課
題克服に焦点を絞った具体的な支援につなげていく。

主な

KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① 児童生徒のデジタル問題活用単元数
② 児童生徒のデジタル問題の利用時間（月当た
 りの平均利用時間）

【アウトカム指標（成果指標）】
❶ 全国学力・学習状況調査の全国平均正答率との比
  較値（全国＝100）（小学校算数、中学校数学）
❷ デジタル問題を利用する児童生徒の満足度

※公表資料として作成すること2



※申請事業1事業につき事業実施報告書1部を提出するようお願いいたします。（別ファイルで作成・提出）

１．推進体制
 ※行が足りない場合には、追加様式をご使用ください。追加様式が必要な場合、問合せ先（EYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社）へメール（digital.jisso.ey@jp.ey.com）にて問合せください。 

予定していた事業推進体制・構成員 実際の事業推進体制・構成員

▶

２．事業の収支
経費項目は、事業の継続的な実施に要する費用（システムのランニングコストや運営に係る人件費、プロモーション費用等）を網羅的に記載ください。
収入項目は、サービスの利用料収入、事業者からの負担金や寄付金、申請団体自身による補助金、県の補助金、国の補助金など網羅的に記載ください。
※「予定していた2025年度の事業収支」欄については、経費項目・収入項目ともに実施計画書より転記ください。また、経費や収入が発生していない場合には、各欄一行目の項目欄に「なし」、金額欄に「0」をご入力ください。

 ※行が足りない場合には、追加様式をご使用ください。追加様式が必要な場合、問合せ先（EYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社）へメール（digital.jisso.ey@jp.ey.com）にて問合せください。 

予定していた2025年度の事業収支（実施計画書より転記） 実際の2025年度の事業収支

▶
新しい地方経済・生活環境創生交付金

収入合計

　・掲載費（小学校問題）
　・掲載費（中学校問題）
　・消費税

　・Googleフォーム-ＢＱ連携開発・設定作業
　・ダッシュボード開発
　・ポータルサイト改修及び保守（維持開発）
　・Ｇｏｏｇｌｅ Cloud利用料（BigQuery）
　・消費税

30,030
金額（単位:千円）

都道府県名 福島県 市区町村等名

担当部局名
担当者名

640
700

1,260
2,880
1,200

名称（団体・事業者名） 団体・事業者概要 事業における役割 名称（団体・事業者名） 団体・事業者概要 事業における役割

経費項目

　・消費税

評価対象年度 2025

単独・地域間連携 単独交付対象事業名称
サービス分野 サービス分類

デジタル問題（キビタンシート）を活用した個別最適な学び推進事業
オンライン学習環境、遠隔合同授業環境整備教育

　・制作費（小学校作成・編集）

義務教育課

07000地方公共団体コード

責任者役職
メールアドレス

責任者名
電話番号

収入合計-経費合計 0

交付金予算年度 令和6年度補正新しい地方経済・生活環境創生交付金(デジタル実装型TYPE1)

15,015

6,480
　・制作費（英語音声収録） 380
　・掲載費（小学校問題） 2,880
　・掲載費（中学校問題） 2,520

1,260 　・ポータルサイト改修及び保守（維持開発）
　・ダッシュボード開発

8,640
6,480

380

2,520
2,090

360

　・Ｇｏｏｇｌｅ Cloud利用料（BigQuery）

2,090

8,640

15,015

金額（単位:千円）

1,200
2,880

金額（単位:千円）

収入合計 30,030

県費

経費合計
収入項目

東京法令出版株式会社 基礎学力の定着を目的とした デジタルドリル（キビタンシー
Ddrive株式会社 デジタルドリル（キビタンシー デジタルドリル（キビタンシー

東京法令出版株式会社 基礎学力の定着を目的とした デジタルドリル（キビタンシー
Ddrive株式会社 デジタルドリル（キビタンシー デジタルドリル（キビタンシー

　・ポータルサイト開発
　・消費税

　・制作費（中学校作成・編集）

2,880

　・ポータルサイト開発

　・制作費（中学校作成・編集）

経費項目
　・制作費（小学校作成・編集）

　・制作費（英語音声収録）

700
640

収入合計-経費合計

経費合計 30,030
収入項目 金額（単位:千円）

0
-30,030

デジタル実装タイプ・デジタル実装型TYPE1事業実施報告

記入日 2026年5月26日

360
　・Googleフォーム-ＢＱ連携開発・設定作業
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今後に向けた取組

「KPI未計
測」の場合

 計測見込みが立っている 計測見込み時期

 計測見込みが立っていない
見込みが立って

いない理由

今後に向けた取組

初年度未設
定の場合

今後に向けた取組

今後の計測見込み
（当てはまる方を選択）

詳細

「KPI達成」
の場合

「KPI未達
成」の場合

⑤その他計測できなかった理由

選択
(全て)

達成のための取組内容や工夫

今後に向けた取組

今後に向けた取組

実装前にオンラインによる事業説明会を実施した。また、アーカイブ動画とともに説明会で出た質問項目を一覧表に整理して提供し、必要に応じて改善を図った。さらに電子マ
ニュアルを作成し、使用方法に関する利用者の疑問や不安の解消に努めた。実装後は、広報誌やチラシによる広報を行い、効果的な活用方法について周知した。

単元

13

導入を予定しているデジタルドリルの単元数をKPIとして設定しているため基準値はないものの、目標値は初年度（2025年度）は９月から実装を見込んだ希望的数値とし
て設定した。

見込みが立って
いない理由

 計測見込みが立っていない

④計測機会がなかったため（例:災害発生時にしか計測できないKPIを設定しているが、そもそも災害が発生しておらず、計測機会がなかったなど）

2年目　目標値 2年目　実績値
10

1年目　目標値 1年目　実績値
7 10.8

達成状況

達成
達成状況

基準値
なし

基準年度性質

増加KPI

単位

アウトプット

KPI①

小学校児童のデジタル問題活用単元数

なし

引き続きデジタルドリル（キビタンシート）の広報活動を行うとともに、効果的な取組事例等についての周知を図る。また、小中学校⾧を対象にした研修会において、学校での
組織的な取組について依頼することで活用単元の増加を図っていく。

種別

達成できなかった理由

選択
(全て)

詳細

①:サービス運用期間が短い、もしくは、サービス運用範囲が狭いなど、想定通りのサービスが提供できていないため
②:サービスの認知やサービスへの理解が広がらないなど、利用ニーズが想定を下回っているため
③:サービスの利用を妨げるような、自然災害などの突発的な外部要因が生じたため
④:その他

①サービス実装の遅れにより実装直後であり、事業実施報告提出までにKPIを計測できる状況ではなかったため
②機能的な問題でKPIを測定することができない状況であるため
③自然災害など突発的な外部要因により、予定していた計測が実施できなかったため

基準値なしの理由

計測見込み時期 計測見込みが立っている

達成状況3年目　目標値 3年目　実績値

基準年度 基準値

単元 増加KPI

なし なし
1年目　目標値 1年目　実績値

3年目　目標値

③自然災害など突発的な外部要因により、予定していた計測が実施できなかったため
④計測機会がなかったため（例:災害発生時にしか計測できないKPIを設定しているが、そもそも災害が発生しておらず、計測機会がなかったなど）
⑤その他

初年度未設
定の場合

今後に向けた取組

KPI② 種別

中学校生徒のデジタル問題活用単元数 アウトプット

基準値なしの理由
導入を予定しているデジタルドリルの単元数をKPIとして設定しているため基準値はないものの、目標値は初年度（2025年度）は９月から実装を見込んだ希望的数値とし
て設定した。

「KPI達成」
の場合

達成のための取組内容や工夫
実装前にオンラインによる事業説明会を実施した。また、アーカイブ動画とともに説明会で出た質問項目を一覧表に整理して提供し、必要に応じて改善を図った。さらに電子マ
ニュアルを作成し、使用方法に関する利用者の疑問や不安の解消に努めた。実装後は、広報誌やチラシによる広報を行い、効果的な活用方法について周知した。

今後に向けた取組
引き続きデジタルドリル（キビタンシート）の広報活動を行うとともに、効果的な取組事例等についての周知を図る。また、小中学校⾧を対象にした研修会において、学校での
組織的な取組について依頼することで活用単元の増加を図っていく。

「KPI未達
成」の場合

達成できなかった理由

選択
(全て)

①:サービス運用期間が短い、もしくは、サービス運用範囲が狭いなど、想定通りのサービスが提供できていないため
②:サービスの認知やサービスへの理解が広がらないなど、利用ニーズが想定を下回っているため

単位 性質

達成状況

6 6.5 達成
2年目　目標値 2年目　実績値 達成状況

8

今後に向けた取組

「KPI未計
測」の場合

計測できなかった理由

選択
(全て)

①サービス実装の遅れにより実装直後であり、事業実施報告提出までにKPIを計測できる状況ではなかったため
②機能的な問題でKPIを測定することができない状況であるため

3年目　実績値

③:サービスの利用を妨げるような、自然災害などの突発的な外部要因が生じたため
④:その他

詳細

達成状況

10

詳細

今後の計測見込み
（当てはまる方を選択）
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小学校児童のデジタル問題の利用時間（月当たりの平均利用時間） アウトプット

達成状況

50 148 達成
2年目　目標値 2年目　実績値 達成状況

60
3年目　目標値 3年目　実績値 達成状況

70

分 増加KPI

なし なし
1年目　目標値 1年目　実績値

KPI③ 種別 単位 性質 基準年度 基準値

達成状況

初年度未設
定の場合

今後に向けた取組

④計測機会がなかったため（例:災害発生時にしか計測できないKPIを設定しているが、そもそも災害が発生しておらず、計測機会がなかったなど）
⑤その他

詳細

①:サービス運用期間が短い、もしくは、サービス運用範囲が狭いなど、想定通りのサービスが提供できていないため

「KPI達成」
の場合

達成のための取組内容や工夫
朝の時間や授業のまとめ、家庭学習での活用など、隙間時間での具体的な活用パターンと、子どもが自分自身の学習履歴を数値やグラフなどで視覚的に把握し、達成感を
得られるような自己調整的な学びの活用方法について、広報誌やチラシで周知し、活用を促した。

今後に向けた取組

基準値なしの理由
導入を予定しているデジタルドリルの月当たりの平均利用時間をKPIとして設定しており、基準となる数値がないため。

県が全体の利用データを分析し、利用時間が著しく低い市町村や学校に対してヒアリングや指導助言を行っていく。また、児童生徒が継続して取り組めるよう、アンケート等で
要望があった機能について、委託業者と密に連携して随時システムの改善を行う。

「KPI未達
成」の場合

達成できなかった理由

選択
(全て)

②:サービスの認知やサービスへの理解が広がらないなど、利用ニーズが想定を下回っているため
③:サービスの利用を妨げるような、自然災害などの突発的な外部要因が生じたため
④:その他

詳細

今後に向けた取組

基準値なしの理由
導入を予定しているデジタルドリルの月当たりの平均利用時間をKPIとして設定しており、基準となる数値がないため。

「KPI達成」
の場合

達成のための取組内容や工夫
朝の時間や授業のまとめ、家庭学習での活用など、隙間時間での具体的な活用パターンと、子どもが自分自身の学習履歴を数値やグラフなどで視覚的に把握し、達成感を
得られるような自己調整的な学びの活用方法について、広報誌やチラシで周知し、活用を促した。

今後に向けた取組
県が全体の利用データを分析し、利用時間が著しく低い市町村や学校に対してヒアリングや指導助言を行っていく。また、児童生徒が継続して取り組めるよう、アンケート等で
要望があった機能について、委託業者と密に連携して随時システムの改善を行う。

「KPI未達
成」の場合

KPI④ 種別 単位 性質 基準年度 基準値

今後の計測見込み
（当てはまる方を選択）

 計測見込みが立っている 計測見込み時期

 計測見込みが立っていない
見込みが立って

いない理由

「KPI未計
測」の場合

計測できなかった理由

選択
(全て)

①サービス実装の遅れにより実装直後であり、事業実施報告提出までにKPIを計測できる状況ではなかったため
②機能的な問題でKPIを測定することができない状況であるため
③自然災害など突発的な外部要因により、予定していた計測が実施できなかったため

今後に向けた取組

中学校生徒のデジタル問題の利用時間（月当たりの平均利用時間） アウトプット 分 増加KPI

なし なし
1年目　目標値 1年目　実績値 達成状況

達成
2年目　目標値 2年目　実績値 達成状況

70
3年目　目標値 3年目　実績値

90

50 146

達成できなかった理由

選択
(全て)

①:サービス運用期間が短い、もしくは、サービス運用範囲が狭いなど、想定通りのサービスが提供できていないため
②:サービスの認知やサービスへの理解が広がらないなど、利用ニーズが想定を下回っているため
③:サービスの利用を妨げるような、自然災害などの突発的な外部要因が生じたため
④:その他

詳細

今後に向けた取組

今後に向けた取組

初年度未設
定の場合

今後に向けた取組

見込みが立って
いない理由

「KPI未計
測」の場合

計測できなかった理由

選択
(全て)

①サービス実装の遅れにより実装直後であり、事業実施報告提出までにKPIを計測できる状況ではなかったため
②機能的な問題でKPIを測定することができない状況であるため
③自然災害など突発的な外部要因により、予定していた計測が実施できなかったため
④計測機会がなかったため（例:災害発生時にしか計測できないKPIを設定しているが、そもそも災害が発生しておらず、計測機会がなかったなど）
⑤その他

詳細

今後の計測見込み
（当てはまる方を選択）

 計測見込みが立っている 計測見込み時期

 計測見込みが立っていない
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今後に向けた取組

KPI⑤ 種別 単位 性質 基準年度 基準値

今後に向けた取組

見込みが立って
いない理由

全国学力・学習状況調査の全国平均正答率との比較値
（全国＝100）【小学校算数（小６）】

アウトカム ポイント 増加KPI

2024 95
1年目　目標値 1年目　実績値 達成状況

96 95 未達成
2年目　目標値 2年目　実績値 達成状況

97
3年目　目標値 3年目　実績値 達成状況

98

基準値なしの理由

「KPI達成」
の場合

達成のための取組内容や工夫

 計測見込みが立っている 計測見込み時期

 計測見込みが立っていない

「KPI未達
成」の場合

達成できなかった理由

選択
(全て)

①:サービス運用期間が短い、もしくは、サービス運用範囲が狭いなど、想定通りのサービスが提供できていないため
②:サービスの認知やサービスへの理解が広がらないなど、利用ニーズが想定を下回っているため
③:サービスの利用を妨げるような、自然災害などの突発的な外部要因が生じたため
④:その他

詳細
KPIの基準となる調査は、例年4月に実施している全国学力・学習状況調査である。本サービスは、デジタルドリル（キビタンシート）の開発とダッシュボードの開発を並行して
行っていたため、2025年9月よりデジタルドリルを随時追加していき、すべてのデジタルドリルの実装完了が2026年3月であったことから、本サービスに基づくKPIについて分析す
ることができなかった。

今後に向けた取組
2026年度のKPI達成に向けて、基礎基本の問題に特化している本サービスの機能の特⾧についてさらなる周知を図り、授業だけでなく朝の時間などの隙間時間や家庭学習
との連携などの具体的な活用モデルを周知することで、実施回数の増加を図り、算数の学力向上につなげることができるようにする。

基準値なしの理由

「KPI達成」
の場合

達成のための取組内容や工夫
本サービスは、デジタルドリル（キビタンシート）の開発とダッシュボードの開発を並行して行っていたため、実装が完了したのが2026年3月であった。そのため、本サービスに基づ
く分析をすることはできなかったが、これまでの本課における授業改善に係る各種取組によりKPIの達成につながった。

今後に向けた取組

初年度未設
定の場合

今後に向けた取組

KPI⑥ 種別 単位 性質 基準年度 基準値

「KPI未計
測」の場合

計測できなかった理由

選択
(全て)

①サービス実装の遅れにより実装直後であり、事業実施報告提出までにKPIを計測できる状況ではなかったため
②機能的な問題でKPIを測定することができない状況であるため
③自然災害など突発的な外部要因により、予定していた計測が実施できなかったため
④計測機会がなかったため（例:災害発生時にしか計測できないKPIを設定しているが、そもそも災害が発生しておらず、計測機会がなかったなど）
⑤その他

詳細

今後の計測見込み
（当てはまる方を選択）

全国学力・学習状況調査の全国平均正答率との比較値
（全国＝100）【中学校数学（中３】

アウトカム ポイント 増加KPI

2024 91
1年目　目標値 1年目　実績値 達成状況

92 93 達成
2年目　目標値 2年目　実績値 達成状況

94
3年目　目標値 3年目　実績値 達成状況

96

2026年度のKPI達成に向けて、基礎基本の問題に特化している本サービスの機能の特⾧についてさらなる周知を図り、授業だけでなく朝の時間などの隙間時間や家庭学習
との連携などの具体的な活用モデルを周知することで、実施回数の増加を図り、数学の学力向上につなげることができるようにする。

「KPI未達
成」の場合

達成できなかった理由

選択
(全て)

①:サービス運用期間が短い、もしくは、サービス運用範囲が狭いなど、想定通りのサービスが提供できていないため
②:サービスの認知やサービスへの理解が広がらないなど、利用ニーズが想定を下回っているため
③:サービスの利用を妨げるような、自然災害などの突発的な外部要因が生じたため
④:その他

詳細

今後に向けた取組

今後に向けた取組

見込みが立って
いない理由

初年度未設
定の場合

今後に向けた取組

「KPI未計
測」の場合

計測できなかった理由

選択
(全て)

①サービス実装の遅れにより実装直後であり、事業実施報告提出までにKPIを計測できる状況ではなかったため
②機能的な問題でKPIを測定することができない状況であるため
③自然災害など突発的な外部要因により、予定していた計測が実施できなかったため
④計測機会がなかったため（例:災害発生時にしか計測できないKPIを設定しているが、そもそも災害が発生しておらず、計測機会がなかったなど）
⑤その他

詳細

今後の計測見込み
（当てはまる方を選択）

 計測見込みが立っている 計測見込み時期

 計測見込みが立っていない
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自発的な学習サイクルで学ぶことができるように、デジタルドリル（キビタンシート）の開発を行った。まず１単元7問程度と問題数が少ないため、短い時間や隙間時間で完結
できる。また、自動採点で結果がすぐに分かり、次の問題への期待感や達成感につなげる。そして、基礎・基本中心で取り組みやすく、他人に知られずに自分のペースで進めら
れる。以上により、児童がデジタルドリルに取り組む心理的負担が軽減され、安心して取り組むことができるようにした。

今後に向けた取組

KPI⑦ 種別 単位 性質 基準年度 基準値

今後に向けた取組

見込みが立って
いない理由

デジタル問題を利用する小学校児童の満足度（５段階評価） アウトカム ポイント 増加KPI

なし なし
1年目　目標値 1年目　実績値 達成状況

3 3.6 達成
2年目　目標値 2年目　実績値 達成状況

3.2
3年目　目標値 3年目　実績値 達成状況

3.4

基準値なしの理由
導入を予定しているデジタルドリルを利用している児童の満足度をKPIとして設定しており、基準となる数値がないため。

「KPI達成」
の場合

達成のための取組内容や工夫

 計測見込みが立っている 計測見込み時期

 計測見込みが立っていない

ダッシュボードのデータを分析して児童の取組状況から「できるまで○回も取り組んでいてすごいね」といった教師の個別の声掛けにつなげ、努力を称賛し意欲を喚起するような
働きかけを推奨し、全体の正答率確認だけでなく、個別の指導改善に直結させる仕組みを発信していく。

「KPI未達
成」の場合

達成できなかった理由

選択
(全て)

①:サービス運用期間が短い、もしくは、サービス運用範囲が狭いなど、想定通りのサービスが提供できていないため
②:サービスの認知やサービスへの理解が広がらないなど、利用ニーズが想定を下回っているため
③:サービスの利用を妨げるような、自然災害などの突発的な外部要因が生じたため
④:その他

詳細

今後に向けた取組

基準値なしの理由
導入を予定しているデジタルドリルを利用している生徒の満足度をKPIとして設定しており、基準となる数値がないため。

「KPI達成」
の場合

達成のための取組内容や工夫
自発的な学習サイクルで学ぶことができるように、デジタルドリル（キビタンシート）の開発を行った。まず１単元7問程度と問題数が少ないため、短い時間や隙間時間で完結
できる。また、自動採点で結果がすぐに分かり、次の問題への期待感や達成感につなげる。そして、基礎・基本中心で取り組みやすく、他人に知られずに自分のペースで進めら
れる。以上により、児童がデジタルドリルに取り組む心理的負担が軽減され、安心して取り組むことができるようにした。

今後に向けた取組

初年度未設
定の場合

今後に向けた取組

KPI⑧ 種別 単位 性質 基準年度 基準値

「KPI未計
測」の場合

計測できなかった理由

選択
(全て)

①サービス実装の遅れにより実装直後であり、事業実施報告提出までにKPIを計測できる状況ではなかったため
②機能的な問題でKPIを測定することができない状況であるため
③自然災害など突発的な外部要因により、予定していた計測が実施できなかったため
④計測機会がなかったため（例:災害発生時にしか計測できないKPIを設定しているが、そもそも災害が発生しておらず、計測機会がなかったなど）
⑤その他

詳細

今後の計測見込み
（当てはまる方を選択）

デジタル問題を利用する中学校生徒の満足度（５段階評価） アウトカム ポイント 増加KPI

なし なし
1年目　目標値 1年目　実績値 達成状況

2.9 2.9 達成
2年目　目標値 2年目　実績値 達成状況

3
3年目　目標値 3年目　実績値 達成状況

3.2

ダッシュボードのデータを分析して児童の取組状況から「できるまで○回も取り組んでいてすごいね」といった教師の個別の声掛けにつなげ、努力を称賛し意欲を喚起するような
働きかけを推奨し、全体の正答率確認だけでなく、個別の指導改善に直結させる仕組みを発信していく。

「KPI未達
成」の場合

達成できなかった理由

選択
(全て)

①:サービス運用期間が短い、もしくは、サービス運用範囲が狭いなど、想定通りのサービスが提供できていないため
②:サービスの認知やサービスへの理解が広がらないなど、利用ニーズが想定を下回っているため
③:サービスの利用を妨げるような、自然災害などの突発的な外部要因が生じたため
④:その他

詳細

今後に向けた取組

今後に向けた取組

見込みが立って
いない理由

初年度未設
定の場合

今後に向けた取組

「KPI未計
測」の場合

計測できなかった理由

選択
(全て)

①サービス実装の遅れにより実装直後であり、事業実施報告提出までにKPIを計測できる状況ではなかったため
②機能的な問題でKPIを測定することができない状況であるため
③自然災害など突発的な外部要因により、予定していた計測が実施できなかったため
④計測機会がなかったため（例:災害発生時にしか計測できないKPIを設定しているが、そもそも災害が発生しておらず、計測機会がなかったなど）
⑤その他

詳細

今後の計測見込み
（当てはまる方を選択）

 計測見込みが立っている 計測見込み時期

 計測見込みが立っていない



1. 推進体制

①継続運営可能な庁内推進体制
1 事業担当課※1内および関連部課※2間での情報共有がなされていたか

※1:事業担当課は、事業の取りまとめ課を想定
※2:関連部課は、実装サービスを管理・利用する部課を想定

1: 事業担当課および関連部課で密にコミュニケーションをとり、定期的に相談できる情報交換の場を設けていた
2: 事業担当課および関連部課でコミュニケーションをとり、適宜相談できる関係性を維持していた
3: 事業担当課内では密にコミュニケーションをとっており、関連部課へは定期的に情報共有を行った
4: 事業担当課内ではコミュニケーションをとっているが、関連部課へは不定期の情報共有にとどまっていた
5: 事業担当課内と関連部課のいずれにおいても十分に情報共有できていなかった

2 事業を継続的に運営するために必要な庁内の人員は確保されていたか
1: 事業実施責任者及び専任の実務担当者を確保できていた
2: 事業の専任の実務担当者を確保できていた
3: 他の事業と兼任の実務担当者を複数名確保できていた
4: 他の事業と兼任の実務担当者を1名確保できていた
5: 十分な人員を確保できていなかった

3 庁内の推進体制に参画していた部署やワーキンググループ等をすべて選択してください（複数回答）
[f:その他]を選択した場合は、下段の[その他の部課等]欄に記入してください a,

a:取りまとめ課（企画課・デジタル関係課等） b:事業を担う原課 c:広報関連部署 b,
d:事業実施責任者（部課⾧等） e:各種ワーキンググループ（自治体のデジタル化推進グループ等） c,
f:その他（参画した部課等を下段に記入） d,

その他の部課等（例:福祉課、観光課） e

4 サービス実装・運用に際して庁内の推進体制ではどのようなことを実施していたか、当てはまる項目をすべて選択してください（複数回答） a,
a:各担当者の役割を明確にしていた b:各担当者が十分な時間を確保して事業に関与していた b,
c:各担当者と密に情報を共有していた d:各担当者がスケジュールどおりに作業を進めていた c,
e:事業推進において庁内の推進体制全体で適切な意思決定を行っていた f:いずれも該当しない d,

e
5 庁内関係部署全体での定例会議をどの程度の頻度で実施したか

1:週次程度 2:隔週程度 3:月に1回程度
4:隔月程度 5:隔月よりも少ない頻度

6 事業実施責任者は、どの程度事業の遂行に対してコミットしていたか
事業実施責任者が事業の推進を強く求めており、関係部課への協力依頼や人材確保について全面的な後押しがあった
事業実施責任者が事業の推進を強く求めており、具体的な支援はなかったものの、事業推進に対して主体的に関与していた
事業実施責任者が事業の推進にある程度関与しており、庁内での会議等に定期的に参加し進捗を確認していた
事業実施責任者が事業の推進にある程度関与しており、事業の進捗について定期的に報告を行う機会があった
事業実施責任者の事業への関与はあまり大きくなかった（事業進捗の把握が半年に1回未満であった）

②継続運営可能な庁外推進体制（地域のステークホルダー・委託事業者を含む）
7 サービス実装・運用に際して庁外の推進体制ではどのようなことを実施していたか、当てはまる項目をすべて選択してください（複数回答） a,

a:各庁外推進メンバーの役割を明確にしていた b:各庁外推進メンバーが十分な時間を確保して事業に関与していた b,
c:各庁外推進メンバーと密に情報を共有していた d:各庁外推進メンバーがスケジュールどおりに作業を進めていた c,
e:事業推進において庁外の推進体制全体で適切な意思決定を行っていた f:いずれも該当しない d,

e
8 地域ステークホルダー（商工会、社会福祉協議会等）への情報共有はどの程度行われていたか

1: 月に1回以上 2: 隔月程度 3: 隔月よりも少ない頻度
4: 必要な場合のみ逐次 5: 情報を共有していなかった

9 委託事業者への情報共有はどの程度行われていたか
1: 月に1回以上 2: 隔月程度 3: 隔月よりも少ない頻度
4: 必要な場合のみ逐次 5: 情報を共有していなかった
6: サービスの性質上、委託事業者が存在しない事業である（例:地域のスマート農業化支援に係る間接補助事業）

1

1

a,b,c,d
,e

4

a,b,c,d
,e

―

a,b,c,d
,e

5

1

1



③推進体制の工夫や改善点
10 推進体制について、貴団体が実際に取り組んだ内容や工夫を具体的に記入してください

特に、事業2年目以降の場合には、過年度の取組内容を踏まえて、追加で実施したものがあれば具体的にその経緯も含めて記入してください
例:

　　　

11 評価・改善を行う上で、課題に感じたことをすべて選択してください（複数回答）
a:担当課内での情報共有、人員確保
b:関連部課間での情報共有、人員確保 b,
c:地域のステークホルダーとの連携体制の構築（役割分担）
d:地域のステークホルダーとの情報共有
e:サービスを運用する事業者とのサービス改善に向けた調整・協議 e
f:サービスを運用する事業者との情報共有
g:その他
h:特になし

その他の内容

12 本シートに記載いただいた過年度の取組・課題を踏まえ、「推進体制」に関して、どのように今後取り組むか具体的に記入してください
設問11でチェックをつけた内容については、必ず記載を求めます
特に、今後庁内関係者や庁外関係者、外部のステークホルダーを巻き込むためにどのようなアクションを起こすのか5W1Hを意識し、記入してください
例:

　　　
庁内担当者による定期的な打ち合わせによる情報共有に加え、現場の課題に即応して随時改善を図る機動的な体制整備が不可
欠である。新たに必要となった業務についても、あいまいになっている役割を明確にした組織をつくることにより、事業展開を行いやすい体
制づくりを行っていく。また、運用委託業者との連携を一層深めるため、四半期に一度の頻度でサービス改善に向けた協議の場を設け、
詳細な進捗共有のみならず、運用データの分析に基づいた具体的な施策の検討を行う。

219字

既に同じサービスを実装している複数の自治体に事前にヒアリングを行い、体制構築におけるポイントや必要稼働等を把握した。そ
の上で、首⾧より関連する部課の責任者に対して、本サービスの実装を「重点プロジェクト」として全庁横断的に実施するよう呼び
かけた。また、「サービス推進ワーキング」を設置し、月一回の定例会にて情報共有を行うことにより、財務調整やＰＲ時の広報担
当課との調整を円滑に行うことができた。また、地域のステークホルダーに関しても、商工会や観光協会等も参画する推進体制を
早期に構築していたことで、サービス体験会も共同で開催するなど地域へのサービスの理解浸透に寄与することができた。

庁内の体制においては、担当原課のリーダーの稼働不足を補うために、2026年度内に専任担当者を一名増員するとともに、
2026年の6月までに事業担当課が中心となって、あいまいになっていた各担当原課及び事業者、地域のステークホルダーとの役
割分担を再定義して合意することで、プロジェクトのリカバリーをしっかりと行う体制づくりを行っていく。庁内に止まらず、関連するメン
バーが集まる全体会議にて、サービスの推進及び改善等を議論する場を四半期に1回以上設けることで、進捗共有やプロジェクト
の更なる推進を強化していく。

―

b,e

既に同じサービスを導入している複数の自治体に事前にヒアリングを行い、体制構築におけるポイントや事業展開の計画等について把
握した。その上で、本サービスの実装を本課の「重点事業」として位置付け、全庁横断的に実施した。また、事業展開に関わる庁内担
当者による打ち合わせを定期的に行い、情報共有することで、財務調整や広報活動を円滑に行うことができた。委託事業者とはメール
やチャット等で緊密に連絡調整を行い、事業を適切かつ計画的に進めることができた。

219字



2-1. サービス実装

①ニーズの把握
1 サービスの導入を見据え、どのように住民のニーズに合った機能を検討・精査したか

1:対象となる住民に対して直接ヒアリングを行い、必要な機能等を確認した
2:対象となる住民に対して直接アンケート調査を行い、必要な機能等を確認した
3:推進メンバー（庁内関係部署や庁外関係団体含む）で協議を行い、住民のニーズがあるという仮説を立てた
4:担当部署内で検討し、住民ニーズがあるという仮説を立てた
5:具体的な住民のニーズの調査・検討はしなかったが、庁内関係者等からサービスの導入要望があった

2 サービスの導入を見据え、どのような見込みを立てたか
1:利用者数等の見込みを立て、収支を試算し、費用対効果の見込みを立てた

2:利用者数等の見込みを立てた

3:利用者数等の見込みを立てなかったが、推進メンバー(庁内関係部署や庁外関係者含む)で一定のニーズがあると仮説を立てた

4:利用者数等の見込みを立てなかったが、担当部署内で一定のニーズがあると仮説を立てた

5:利用者数等の見込みもニーズの仮説も立てなかった

②サービスの調達
3 サービス実装にあたり、調達行為が発生する事業であるか

※本設問で「2:そもそも調達行為が発生しない事業である」を選択した場合は、②4～6の設問の回答は不要であるため、③7に進むこと
1:調達行為が発生する事業である
2:調達行為が発生しない事業である（例:地域のスマート農業化支援に係る間接補助事業）

4 仕様書にて明確な要求水準を示すために、どのような取組を実施したか
1:同様のサービスを実装済の他自治体等から情報提供を受けた
2:申請計画時に調整した委託事業者を含む複数の事業者から情報提供を受けた
3:申請計画時に調整した委託事業者から情報提供を受けた
4:庁内の関係部署や外部専門人材（デジタル専門人材等）から情報提供を受けた
5:担当部署が独力で仕様書を作成した

5-1 委託事業者※の調達（公募・入札・契約手続）は予定どおりに進んだか
※補足:複数の委託事業者と契約した場合は、サービスの導入を中心的に担った事業者を想定して回答してください

1:想定していたスケジュールどおりに（又はスケジュールよりも早く）進んだ
2:想定していたスケジュールよりも遅れた

5-2 （設問5-1で［2:想定していたスケジュールよりも遅れた］を選択した場合）
調達（公募・入札・契約手続）が想定していたスケジュールよりも遅れた理由をすべて選択してください（複数回答）
[f:その他]を選択した場合は、下段の[その他の遅延理由]欄に記入してください

a:担当部署の人員不足（他の業務でひっ迫していた等）
b:担当者の知見不足（人事異動等）
c:庁内調整の難航（庁内にて合意形成が取れなかった等）
d:調達手続の難航（仕様が固まらなかった等）
e:見積書取得の難航（複数の委託事業者から見積書が集まらなかった等）
f:その他（遅延した理由を下段に記入）

その他の遅延理由

6-1 委託事業者※の調達（公募・入札・契約手続）はどのような形態であったか
[4:その他]を選択した場合は、下段の[その他の契約形態]欄に記入してください
※補足:複数の委託事業者と契約した場合は、サービスの導入を中心的に担った事業者を想定して回答してください

1:一般競争入札、指名競争入札 2:企画競争入札（プロポーザル） 3:随意契約
4:その他（具体的な形態を下段に記入）

その他の契約形態

6-2 （設問6-1で［1:一般競争入札、指名競争入札］または［2:企画競争入札（プロポーザル）］を選択した場合）
入札において競争原理を高める上でどのような工夫を行ったか、具体的に記入してください
（例:より多くの事業者に対する公募案内、電子入札の導入など）
福島県のホームページに掲載し、より多くの事業に対する公募案内を行った。

回答済

1

3

3

1

1

―

―

2

―



6-3 （設問6-1で［1:一般競争入札、指名競争入札］または［2:企画競争入札（プロポーザル）］を選択した場合）
入札の結果、想定していた委託事業の質や価格を満たす事業者を選定できたか
選定できなかった場合には、その結果生じた課題と、それを防ぐための反省点について、ご記入ください。

1:想定していた委託事業の質や価格を満たす事業者を選定できた 2:想定していた委託事業の質や価格を満たす事業者を選定できなかった

選定できなかったことにより生じた課題

反省点

6-4 （設問6-1で［3:随意契約］または［4:その他］を選択した場合）
競争入札以外の方法により調達を行った理由を記入してください

6-5委託事業者※の調達にあたって、いくつの事業者から見積もりを取得したか
※補足:複数の委託事業者と契約した場合は、サービスの導入を中心的に担った事業者を想定して回答してください

社

③サービスの導入
7 実施計画策定時に想定していたサービスを導入できたか

1:想定していた機能を全て具備しており、期待以上の水準のサービスを導入できた
2:想定していた機能を全て具備しており、期待どおりの水準のサービスを導入できた
3:想定していた機能が一部変更になったが、期待どおりの水準のサービスを導入できた
4:想定していた機能が一部変更になり、期待していたサービス水準に一部届かなかった
5:想定していた機能を一部具備できておらず、期待していたサービス水準を下回った

8-1 サービスの導入は予定どおりに進んだか
1:想定していたスケジュールどおりに（又はスケジュールよりも早く）進んだ
2:想定していたスケジュールよりも遅れた

8-2 （設問8-1で［2:想定していたスケジュールよりも遅れた］を選択した場合）
サービスの導入が想定していたスケジュールよりも遅れた理由をすべて選択してください（複数回答）
[h:その他]を選択した場合は、下段の[その他の遅延理由]欄に記入してください

a:システム製作に必要な資材の不足（機器製作に必要な半導体が調達できなかった等）
b:システム設計・構築の難航（課題の抽出に時間を要してしまった等）
c:担当部署の人員・知見不足（別の業務に追われていた、サービスの管理方法を習得できていなかった等）
d:関係者との調整（関係者間にて合意が取れなかった等）
e:調達手続の難航
f:委託事業者との調整（委託事業者との合意が取れなかった等）
g:運用開始に向けた準備の難航（広報の準備が追い付いていなかった等）
h:災害などの帰責性のない事由
i:その他（遅延した理由を下段に記入）

その他の遅延理由

8-3 「実施計画策定時に想定していたサービス実装年月」と「実際のサービス実装年月」を記載してください。
年 月
年 月

1

―

―

実施計画策定時に想定していたサービス実装年月: 2026 3 回答済
実際のサービス実装年月: 2026 3 回答済

―

1 回答済

2

1



④導入サービス構築の工夫や改善点
9 前問までの回答内容を踏まえ、サービス実装の過程（ニーズの把握からサービスの調達、サービスの導入に至るまで）で、

貴団体が実際に取り組んだ内容や工夫を具体的に記入してください
例:

10 サービスを実装・運用する上で、課題に感じたことをすべて選択してください（複数回答）
a:サービスのニーズ把握（利用者層・利用人数の想定） a,
b:サービス導入までの計画の策定
c:仕様書の作成
d:実装に向けたスケジュール管理 d
e:委託事業者との連携体制の構築（役割分担）
f:その他
g:特になし

その他の内容

11 本シートに記載いただいた過年度の取組・課題を踏まえ、「サービス実装・運用」に関して、どのように今後取り組むか具体的に記入してください
設問10でチェックをつけた内容については、必ず記載を求めます
特に、意見収集の方法やサービスにおける機能追加についてどのように見直しを行い、アクションを起こすのか5W1Hを意識し、記入してください
例:

a,d

―

事業者選定前の段階で、複数の自治体よりサービスの実際の使用感を含め詳細な説明を受け、どの事業者のサービスが最も学校現
場のニーズを満たすのか確認の上、プロポーザルにて事業者を選定した。また、サービスの実装前に、市町村教育委員会や学校管理
職、情報教育担当等に向けたオンラインによる事業説明会を実施し、事前にサービスの内容に関する周知を行った。質問があった内容
に関しては、アーカイブ動画とともに質問項目を一覧表に整理して提供し、必要に応じて改善を図った。さらに電子マニュアルを作成し、
使用方法に関する利用者の疑問や不安の解消に努めた。こうした利用者満足度を高める取り組みを行ったことにより、KPIを達成する

307字

事業者選定前の段階で、複数社よりサービスの実際の使用感を含め詳細な説明を受け、どの事業者のサービスが最も住民の
ニーズを満たすか確認の上、プロポーザルにて事業者を選定した。また、サービス実装前に住民モニターを募集し、試作段階のサー
ビスを利用してもらうことで事前に改善点を洗い出すとともに、質問が多かった点に関しては「利用マニュアル動画」を作成し、本市
のホームページに掲載することで問合せ数を削減できるよう努めた。こうした利用者満足度を高める取り組みを行ったことにより、
KPIを達成することができた。

事業者とのサービスの完成イメージのすり合わせが不足していた上に、年度内に事業を完了させることに注力していたため、必要最
低限の機能を具備するだけに止まってしまっていた。改めて、利用者数の増加及び利用者満足度の向上を図るため、事業担当
課で2026年8月頃までに100名程度の利用者に対し、使用感等に関する意見を収集するためのアンケートを行い機能改善箇
所を明らかにする。また、事業担当課と事業者の定期的な打合せの頻度を上げることで、事業者との連携をより強化し、機能追
加や利用者の操作画面の改善に係る方向性を9月までに固め、スケジュール感や予算感を事業者等と確認しながら、具体化す
る。

事業者や課内担当者間でのサービスの完成のイメージのすり合わせが不足していたため、事業を展開しながら、必要に応じて機能を追
加しながら事業を展開することになってしまった。改めて、利用者数の増加及び利用者満足度の向上を図るため、事業担当課で、年間
3回の使用感等に関する意見を収集するためのアンケートを実施する。小学校、中学校の抽出校における児童生徒及び教員に対して
アンケートを実施することで、幅広い意見を収集し機能改善に生かす。

211字



2-2. サービス運用

①利用者等からの意見収集
1 サービス利用者に対する意見収集（使いづらくないか等）をどの程度実施していたか

1: サービス利用者である住民に対して直接ヒアリングを行い、サービス改善の必要性について確認していた
2: サービス利用者である住民に対して直接アンケート調査を行い、サービス改善の必要性について確認していた
3: 推進メンバー（庁内関係部署や庁外関係団体含む）で協議を行い、住民のニーズについて仮説を立てていた
4: 事業担当課内で検討し、住民ニーズについて仮説を立てていた
5: 具体的な住民のニーズの調査・検討はしていないが、庁内関係者等からサービスニーズに関する情報共有があった

2 サービス運用担当者※に対する意見収集（運用しづらくないか等）をどの程度実施していたか
※サービス運用担当者は、実装サービスを管理・利用する庁内の担当者を想定

1: サービス運用担当者に対して直接ヒアリングを行い、サービス改善の必要性について確認していた
2: サービス運用担当者に対して直接アンケート調査を行い、サービス改善の必要性について確認していた
3: 庁内関係者（事業担当課や関連部課）で協議を行い、サービス改善の必要性があると仮説立てていた
4: 事業担当課内で検討し、サービス改善の必要性があると仮説立てていた
5: 具体的な担当者へのニーズの調査・検討はしていなかった

3 委託事業者※目線で得られた意見収集（要望が来ていないか等）をどの程度実施していたか
※委託事業者は、実装サービスを提供している企業等を想定

1: 庁内関係者と委託事業者間で定期的な意見交換の場を設けていた
2: 庁内関係者と委託事業者間で必要に応じて意見交換の場を設けていた
3: 事業担当課にて報告様式を作成し、定期的に提出するよう促していた
4: 事業担当課にて報告様式を作成し、必要に応じて提出するよう促していた
5: 委託事業者に対する意見収集は行っていなかった
6: サービスの性質上、委託事業者が存在しない事業である（例:地域のスマート農業化支援に係る間接補助事業）

②サービス運用の工夫や改善点
4 サービス向上のために、どの程度サービス改善を実施したか

1:改善の取組を実施して、把握した課題（利用者等からの意見）を解消した
2:改善に向けて取組を実施している
3:改善に向けた取組の計画を策定した
4:課題（利用者等からの意見）は把握したが、改善の方策が定まっていない
5:課題（利用者等からの意見）の把握には至っていない、または事業評価を実施していない

5 サービス運用について、貴団体が実際に取り組んだ内容や工夫（サービス改善や機能の追加等）を具体的に記入してください
特に、以前の取組内容を踏まえて、追加で実施したものがあれば具体的にその経緯も含めて記入してください
また、一般財源（予算）や事業収入（外部資金）を用いてサービス改善を行った場合、具体的にどのような財源を用いて、
どのような取組を行ったのか、記入してください
例:

6 サービスを実装・運用する上で、課題に感じたことをすべて選択してください（複数回答）
a:サービス利用者のニーズ把握（使い勝手、改善要望の把握） a,
b:サービス運用・拡大に向けた関係者との連携強化 b,
c:想定していた仕様とのかい離への対応（仕様書で想定していた通りのサービス実装ができなかった場合） c
d:評価・改善に向けた仕組みの構築（情報収集や改善のための計画策定）
e:委託事業者との改善に向けた協議・調整
f:その他
g:特になし

その他の内容

サービス実装後に、住民に対して使用感等についてヒアリングを行い、改善点を洗い出した。また、今年度は予算を活用して、質
問が多かった点に関して「利用マニュアル動画」を作成し、本市のホームページに掲載することで問合せ数を削減できるよう努め、
サービスの提供環境を改善させた。こうした利用者満足度を高める取り組みを行ったことにより、KPIを達成することができた。

2

1

2

1

サービスを実装して1カ月経過後に、使用回数や実施率の高い小中学校を対象に使用感について直接ヒアリングを行い、改善点を洗
い出した。また、実装後5カ月経過後に、抽出校に対するアンケート調査を実施し、使用している児童生徒及び教員の満足度を把握
し、改善点について検討した。サービスの効果的な使用方法についての周知が不足していたことから、広報誌で学校や児童生徒だけで
なく、児童生徒の保護者にも広く周知するとともに、教員に対する活用ガイドを作成して積極的な利用を促したことにより、問題活用単
元数や利用時間に係るKPIを達成することができた。

264字

a,b,c

―



7 本シートに記載いただいた過年度の取組・課題を踏まえ、「サービス実装・運用」に関して、どのように今後取り組むか具体的に記入してください
設問6でチェックをつけた内容については、必ず記載を求めます
特に、意見収集の方法やサービスにおける機能追加についてどのように見直しを行い、アクションを起こすのか5W1Hを意識し、記入してください
例:

今年度はサービスの使用回数や実施率の高い小中学校を抽出して、アンケートによる調査を行った。結果の偏りを避けるために、全県
的な視野に立ちアンケート調査を行っていく必要がある。そこで、2026年度は前年度と地域や規模が異なる小中学校に対する抽出調
査を行い、機能改善の情報収集を行う。また、事業者との定期な打ち合わせの頻度を上げることで、事業者との連携を強化し、機能
追加や利用者の操作画面の改善に係る方向性を8月までに固め、スケジュール感や予算感を確認しながら具現化する。

233字

今年度は利用者向けにアンケートを実施したものの、回答のしやすさを重視したため、簡易的な情報収集に留まった。改めて、利
用者数の増加及び利用者満足度の向上を図るため、事業担当課で2026年8月頃までに50名程度の利用者に対し、使用感
等に関するヒアリングを行い機能改善箇所を明らかにする。そのうえで、事業担当課と事業者の定期的な打合せの頻度を上げるこ
とで、事業者との連携をより強化し、機能追加や利用者の操作画面の改善に係る方向性を9月までに固め、スケジュール感や予
算感を事業者等と確認しながら、具体化する。



3. 周知・広報

①情報発信の方法
1 サービス実装後に、利用拡大に向けて、どのように情報発信方法を見直していたか

（何らかの理由でサービスの実装が遅れており、情報発信をできていない場合には、5を選択してください）
1: 現在の利用者層を把握したうえで、改めて訴求すべき利用者層を明確化して情報発信方法を適切に見直した
2: 現在の利用者層を把握したうえで、改めて訴求すべき利用者層を明確化しているが、情報発信方法は見直さなかった
3: 利用拡大に向けて訴求すべき利用者層は明確化していないものの、情報発信方法は適宜見直した
4: 現在の利用者層を把握できていないものの、情報発信方法は適宜見直した
5: 現在の利用者層を把握できておらず、情報発信方法も見直さなかった

2 周知・広報活動に関与した関係者をすべて選択してください（複数回答） a,
[f:その他]を選択した場合は、下段の[その他の関係者]欄に記入してください b

a:事業担当課 b:広報担当課 c:地域のステークホルダー
d:委託事業者 e:プロモーション会社（広告を外注した場合） f:その他（関係者を下段に記入）
g:周知・広報しなかった

その他の関係者

3-1 周知・広報活動に用いた情報発信方法を選択してください
[f:その他]を選択した場合は、下段の[その他の情報発信方法]欄に記入してください

a:サービス体験を含む説明会 a,
b:チラシ・ポスターの設置または配布 b,
c:地方公共団体HP
d:LINEやFacebook等の公式SNS
e:広報誌 e
f:その他（具体的な情報発信媒体を下段に記入）
g:発信しなかった

その他の情報発信媒体

3-2 設問3-1で回答した周知・広報活動のうち、最も効果的だった情報発信方法について選択してください
1: サービス体験会を含む説明会
2: チラシ・ポスターの設置または配付
3: 地方公共団体HP
4: LINEやFacebook等の公式SNS
5: 広報誌
6: その他
7: 発信しなかった

②周知・広報活動の工夫や改善点
4 周知・広報活動について、貴団体が実際に取り組んだ内容（情報発信内容等）や工夫、その効果を具体的に記入してください

特に、事業2年目以降の場合には、過年度の取組内容を踏まえて、追加で実施したものがあれば具体的にその経緯も含めて記入してください
また、一般財源（予算）や事業収入（外部資金）を用いてサービス改善を行った場合、具体的にどのような財源を用いて、
どのような取組を行ったのか、記入してください
例:

1

a,b

―

a,b,e

―

5

本サービスは、本県の児童生徒及び教員に対して付与しているGoogleアカウントでGoogle Chromeにログインすると、自動的にタブ
が立ち上がる「福島県教育ダッシュボード」にリンクが位置付いているため、使用するまでの手続きが簡略化されており、とても使いやすい
サービスであることを周知するためにオンライン説明会や広報活動を行った。教員向けの活用ガイドでは、効果的な活用方法だけでな
く、利用者の声として児童生徒と教員の視点からのメリットを掲載し、利用者の増加を図ることができた。

239字

本市のホームページへの掲載に加えて、外部委託にてサービス専用ホームページを作成するとともに、「利用イメージの動画」や「利
用の始め方動画」を作成し、チラシの全戸配布で広く展開を行った。また、利用者の声（使ってみたら便利になった!等）も合わ
せて本市の公式YouTubeにて発信することで、具体的なメリットを訴求し更なる利用者の増加を図ることができた。



5 周知・広報を行う上で、課題に感じたことをすべて選択してください（複数回答）
a:利用者層の特定
b:利用者層に応じた情報発信方法の検討・改善 b,
c:周知・広報期間の確保 c
d:周知・広報活動費用の確保
e:その他
f:特になし

その他の内容

6 本シートに記載いただいた過年度の取組・課題を踏まえ、「周知・広報」に関して、どのように今後取り組むか具体的に記入してください
設問5でチェックをつけた内容については、必ず記載を求めます
特に、利用拡大に向けて、情報発信の方法や内容についてどのように見直しを行い、アクションを起こすのか5W1Hを意識し、記入してください
例:

前年度は、初年度ということもあり、サービス構築と広報活動を同時並行で進めなければならず、計画的に周知活動を行うことができな
かった。広報誌やチラシ等でサービスの内容等については理解していただけたものの、サービスが実装した今年度は、さらなる使用回数と
実施率の向上を図っていく必要がある。そのため、10月までに県内各地区での小中学校⾧に対する研修会において、担当者による効
果的な使用方法について周知を行い、学校での組織的な活用を促していく。

217字

本市の広報誌とプレスリリースのみの広報に止まっており、住民に対して効果的にサービス周知を行うことができなかった。
上記を踏まえて、本市の公式LINEでの定期的な発信や地元新聞やケーブルテレビ等でのタイアップ等しっかりと地域に浸透を図る
よう、本市の広報担当課とも連携を密に行い展開していく。なお、本市の広報関連予算を活用し、2026年4～7月の間にサービ
スのPRイベントや折り込みチラシ等を実施し、まずはサービスを知ってもらうよう促していく。同時期に、推進体制に参画している商
工会にも働きかけ、市内の各店舗でサービスの利用状況動画の放映やチラシの配布に協力してもらい、サービスの知名度の底上
げを行っていく。そして、2026年8月頃に改めて利用者層別の認知度について調査を行い、10月以降の広報方法について担当
原課、広報担当課、事業取りまとめ課の3者で再検討を行う。

―

b,c



4. 評価・改善

①事業の評価
1 評価を行うために収集した情報を、すべて選択してください（複数回答）

[f:その他]を選択した場合は、下段の[その他の情報]欄を記入してください a,
a: 利用状況（利用者数・アプリのダウンロード数等） d: 地域のステークホルダーの満足度・意見 b,
b: 利用者満足度 e: 収支状況 c,
c: 利用者（住民等）の苦情数やシステムエラーの f: その他（情報を下段に記入）

発生件数（事業のリスク把握の観点） g: いずれも該当しない e
その他の情報

2 各評価関係者を交えた評価の頻度について、最も当てはまるものを選択してください
なお、記載の評価関係者がそもそも存在しない場合は、「評価を実施しなかった」を選択ください
※事業担当課以外の課室等の例:行政評価担当課等
※外部有識者の例:自治体DXに関する経験や知見を有する有識者や既存の評価体制に参画している有識者等

②事業の改善
3 評価を踏まえた改善状況について、当てはまるものを選択してください

1:改善の取組を実施して、把握した課題を解消した
2:改善に向け取組を実施している
3:改善に向けた取組の計画を策定した
4:事業評価を行い課題を把握したが、改善の方策が定まっていない
5:事業評価を実施したものの、課題の把握には至っていない

4 「新しい地方経済・生活環境創生交付金（デジタル実装型TYPE1）」では、各地方公共団体において、交付金の具体的使途（実施計画上の
経費内訳に記載された内容）や実施体制、毎年度の効果検証の結果について、地方公共団体のウェブサイトにおいて公表することが求められている
ついては、現在の対応状況について選択するとともに、公表している場合は、公表ウェブページのURLを記入ください

③評価・改善活動の工夫や改善点
5 事業評価について、貴団体が実際に取り組んだ内容と工夫を具体的に記載してください

特に、事業2年目以降の場合には、過年度の取組内容を踏まえて、追加で実施したものがあれば具体的にその経緯も含めて記入してください
例:

e:外部有識者を交えた評価

本サービスは、利用者数や活用頻度、平均正答率といった詳細なデータをリアルタイムで把握できるダッシュボードを完備している。この
利点を活かし、各小中学校での稼働状況について週単位で分析・評価を行い、速やかなシステム改修や事業計画の細かな軌道修正
を継続的に実施した。あわせて、委託業者と事業評価の場を設け、施策を担う原課と実務を担う業者のそれぞれが異なる視点から意
見を交わすことにより、多角的な視点から事業の見直しを図ることができた。

a:交付金の具体的使途
b:実施体制
c:毎年度の効果検証の結果

a,b,c,e

―

事業への客観的な評価と改善に向けた意見を聴取するため、大学教授や外部企業が参画する「外部評価委員会」を設置した。
住民モニターからのモニタリング報告を受けるとともに、本市のホームページにサービスの改善意見を募集することで、利用者の要望
を即座にサービスに反映させる仕組みを設けることでPDCAサイクルを迅速に回すことができた。

⑤評価を
実施

しなかった

④必要な
場合のみ

実施

③半年に
1回程度

実施

②四半期に
1回程度

実施

①月に
1回程度

実施

4

1
2

5
d:委託事業者を交えた評価

1

2

214字

2
2

a:事業を担う原課内での評価
b:事業担当課以外の課室等を交えた評価
c:地域のステークホルダーを交えた評価 5

①公表している ②公表準備中である 公表ウェブページのURL



6 評価・改善を行う上で、課題に感じたことをすべて選択してください（複数回答）
a:事業評価を行うための情報収集（十分な量のフィードバックの確保等）
b:事業改善を行うための体制構築（庁内、地域のステークホルダー、委託事業者、外部有識者との体制） b,
c:定期的かつ密な事業評価の実施 c
d:事業評価結果に基づいた事業の改善策の検討
e:事業評価結果に基づいた事業改善の実施（マニュアル作成等を含む）
f:その他
ｇ:特になし

その他の内容

7 上記で選択した課題について、どのように改善をしていくのかを記入してください
設問6でチェックをつけた内容については、必ず記載を求めます
特に、事業評価・効果検証の実施についてどのように見直しを行い、アクションを起こすのか5W1Hを意識し、記入してください
例:

201字

現状の利用者アンケートは抽出調査のため回答数が少なく、満足度や要望を十分に把握しきれていない点が課題である。今後は、シ
ステム上での回答システムを構築していくとともに、直接のヒアリングにより収集データを拡充する。さらに、結果の分析に基づく有効な施
策の継続に加え、他課や委託業者との意見交換を定期的に実施する。これにより、利用者側とは異なる多角的な客観性を取り入
れ、より効果的な事業改善体制を構築していく。

評価にあたり、利用者と関係の深い地域のステークホルダーの意見や満足度については把握していたものの、利用者アンケートの
回答率が低く、利用者の満足度や要望は十分に把握できておらず、改善に向けた材料が不足していた。今後は利用者からより
多くの情報を収集する取組として、サービス利用者にその場でアンケートに回答してもらったり、回答者にクーポンを発行したり、一
部利用者にヒアリングに協力してもらったりするなど、複数の取組を2026年9月までに実施したうえで、有効だった取組については
継続して定期的に行うようにする。同時に、データに基づいたデジタルに知見のある外部の人材からアドバイスコメントをもらうことや
四半期に1回の事業評価や効果検証を外部有識者を交えて実施することで、利用者とは別の客観的視点でサービスへの意見を
収集し、より効果的に改善活動を実施していく。

b,c

―
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